
 

Ⅴ 退職後の健康保険制度 

１ フローチャート 
 退職後は、次のいずれかの健康保険制度に加入することになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 退職には、再任用フルタイムや臨時的任用・会計年度任用の任用終了を含みます。 

※２ 退職から臨時的任用職員になるまでに空白期間がある場合で、任用が事実上継続していない

と判断された場合の空白期間については、Ｃ、Ｄ、Ｅいずれかの選択をした後、臨時的任用

職員として共済組合に加入となります。 

※３ 任用期間が２か月を超えない又は超える見込みがない場合は、Ｃ、Ｄ、Ｅいずれかの選択に

なります。 

※４ 週 20 時間以上等の要件を満たす場合はＢとなります。詳しくは共済組合へお問い合わせく

ださい。 

【参考】 

任意継続組合員制度について：51 ページ  臨時的任用職員について：58 ページ 

公立学校共済組合長崎支部 

年金・給付班 
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そのまま共済組合に継続して加⼊する
医療費をはじめ共済組合の給付（ P64 〜 P65） 

は、今までと同様に受けられる。

共済組合の任意継続組合員制度に加⼊する
（加⼊要件あり、詳細は 51 ページ） 

医療費をはじめ共済組合の給付（ P64 〜 P65） 

は、ほぼ今までと同様に受けられる。 

就職先の健康保険に加⼊する

市区町村の国⺠健康保険に加⼊する
（詳細は59 ページ） 

家族の被扶養者となる
健康保険組合（協会）によって認定 

要件が異なるため、注意すること。 

A 

B 

C

D 

E 

注）①、②は任⽤期間が２か⽉を超える⼜は超えることが⾒込まれ 
る場合のみ対象となります。 ※ ３ 

※4 
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２ 任意継続組合員制度 
 退職後２年間、在職中とほぼ同様に療養費などの短期給付（休業⼿当⾦、育児休業⼿当⾦、介護休業⼿
当⾦、傷病⼿当⾦、出産⼿当⾦を除く。）を受けることができる制度です。 
 

（１）加加⼊⼊要要件件 

  退職直前の組合員期間が引き続いて１年１⽇以上であること。（Q＆A20〜23 参照） 
 

（２）加加⼊⼊のの⼿⼿続続きき 

  任意継続組合員制度への加⼊を希望する場合、退職した⽇から２０⽇以内（令和６年３⽉３１⽇付で
退職する⽅は令和６年４⽉ 1９⽇まで）に、「任意継続組合員申出書」の提出（所属所を通して共済組合
へ提出）と、掛⾦の納⼊の両⽅を完了することにより、資格を取得します。 

 

（３）掛掛⾦⾦のの納納⼊⼊ 

  掛⾦は、任意継続掛⾦と介護掛⾦の２つあり、それぞれの「掛⾦振込書」によって前納します。 
なお、掛⾦は原則１年ごとの納⼊となっており、２年⽬も加⼊を希望する⽅は、１年⽬終了時の３⽉

３１⽇までに、２年⽬分の掛⾦の納⼊が必要です。（１年⽬終了時に、事前にご案内いたします。） 
 

（４）加加⼊⼊時時のの被被扶扶養養者者のの認認定定 

  退職時に被扶養者として認定されていた⽅で、退職後も引き続き認定要件を備えている⽅はそのま 
ま認定できますので、新たな⼿続きは必要ありません。 

 〔認定要件〕 
  ① 主として組合員の収⼊により⽣計を維持している配偶者、⼦、⽗⺟、孫、祖⽗⺟及び兄弟姉妹 
  ② 組合員と同⼀世帯に属する３親等以内の親族で、①に掲げる以外の⽅ 
  ③ 年間収⼊が１３０万円未満であること（障害年⾦受給要件に該当する程度の障害を有する者⼜は６０ 

歳以上の者は１８０万円未満であること） 
 〔検認〕 
   被扶養者ついて、毎年１０⽉頃に認定要件を備えているかの確認（検認）を⾏います。  
 

（５）被被扶扶養養者者のの中中途途認認定定・・取取消消 

  任意継続組合員資格取得後に、新たに被扶養者としての認定要件を備えたとき、または認定要件を⽋
くに⾄ったときは、「被扶養者申告書」等の関係書類を共済組合へ提出し、認定・取消の⼿続きを⾏っ
てください。（申告書の様式は共済組合⻑崎⽀部のホームページでダウンロードできます。添付する書
類については、⽀部へお問い合わせください。） 
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（６）掛掛⾦⾦のの決決定定⽅⽅法法 

  掛⾦は、標準報酬⽉額に掛⾦率を乗じて決定します。 
  掛⾦の算定の基礎となる標準報酬⽉額は次の①、②の額のうち、いずれか低い額となります。掛⾦の

額が決定しましたら、共済組合から通知します。 
 

掛⾦算定の基礎となる標準報酬⽉額 任意継続掛⾦率 介護掛⾦率 

①退職時の標準報酬⽉額 
93.20／1000 16.00／1000 ②退職時の前年の９⽉３０⽇における公⽴学校共済組合の全

組合員の平均報酬⽉額 （参考：令和５年度 410,000 円） 
※掛⾦率等は令和５年度の適⽤であり、令和６年度は変更される場合があります。 
 
【例】 

退職時の標準報酬⽉額が 500,000 円の場合 
500,000＞410,000 円 なので、掛⾦の算定の基礎となる標準報酬⽉額は 410,000 円になります。 

 
標準報酬⽉額 任意継続掛⾦ 介護掛⾦ 合計 

410,000 円 38,212 円 6,560 円 44,772 円（１か⽉分の掛⾦） 
 

（７）掛掛⾦⾦のの前前納納割割引引 

 前納により期限までに納⼊する場合、前納割引が適⽤されます。 
 また、前納割引を適⽤するためには、事前の納付が必要であり、令和６年度の掛⾦については 
令令和和６６年年３３⽉⽉２２９９⽇⽇（（⾦⾦））が納⼊期限となります。  
 

【※参考：令和５年度の計算例】 
 任意継続掛⾦ 介護掛⾦ 合計 
年額掛⾦（A） 458,544 円 78,720 円 537,264 円 
前納掛⾦（B） 448,934 円 77,070 円 526,004 円 

割引額 （（A）−（B）） 9,610 円 1,650 円 11,260 円 
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（８）組組合合員員証証等等ににつついいてて 

  掛⾦納⼊を確認後、４⽉１⽇以降に申出書に記載の住所へ任意継続組合員証（任意継続組合員被扶養
者証を含む。）を順次送付いたします。これまで使⽤していた組合員証及び被扶養者証は使⽤できませ
んので、所属所を通して共済組合へ返却してください。 

 
 

（９）給給付付のの種種類類 

 64〜65 ページに掲げる短期給付⼀覧表の給付が受けられます。 
 
 

（１０）資資格格のの喪喪失失 

  任意継続組合員は、次の要件に該当したときは、その該当した翌⽇（④に該当する場合は、その⽇） 
から資格を喪失することになります。 

①任意継続組合員となった⽇から起算して２年を経過したとき 
②死亡したとき 
③任意継続掛⾦をその払込期⽇までに払い込まなかったとき 
④組合員、私学共済制度の加⼊者、健康保険の被保険者（健康保険法第３条第２項に規定する⽇雇特 

例被保険者を除く）⼜は船員保険の被保険者となったとき 
⑤任意継続組合員でなくなることを希望する旨を共済組合に申し出て、その申し出が受理された⽉ 

の末⽇が到来したとき（国⺠健康保険に加⼊する場合⼜は家族の被扶養者になる場合） 
 
  なお、資格を喪失した場合には、任意継続組合員証等を共済組合に返納していただくことになりま 

す。また、掛⾦を前納しており、前納期間満了前の場合は、残りの期間に係る掛⾦については還付され 
ることになります。 

 
 

（１１）社社会会保保険険料料控控除除申申告告 

  任意継続組合員制度の掛⾦は、所得税の算定に伴う社会保険料控除の対象となりますので、払込⾦ 
受領証は⼤切に保管してください。 
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（１2）留留意意事事項項 

・退職後、再任⽤フルタイムや⺠間企業等への再就職（健康保険へ加⼊）予定者については、再就職等 
が希望どおり決まらなかった場合に、申出書を提出し、任意継続の加⼊⼿続きを⾏ってください。 

 臨時的任⽤職員になる予定で、任⽤⽇が定かでない場合は、当⽀部へご連絡ください。 
 
・申出書が届き次第、納付書を送付いたしますので、期⽇までにお振込みください。提出が遅れると前

納割引が適⽤されないこともありますのでご注意ください。（前納割引については 52 ページ参照） 
 

・現在お持ちの組合員証（保険証）等は、資格喪失後は使⽤できなくなりますので、所属所経由で共済 
組合に返納してください。例年、資格喪失後の使⽤により、医療費の返還が⽣じる事例が発⽣してい 
ますので、ご注意願います。 

 
・組合員証等を返納後、新しい保険証（健康保険や国⺠健康保険等）が届く前に病院を受診する場合は 

保険証の切り替え⼿続き中であることを病院へお伝えください。 
 
 ・夫婦ともに組合員で同時に退職する場合、どちらかが被扶養者となる要件を満たしていれば、⼀⽅ 

が任意継続組合員制度に加⼊し、⼀⽅が被扶養配偶者として認定することができます。 
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短期給付
等

退職等
年⾦給付

厚⽣年⾦
保険

第 1 級 - - 63,000円未満 58,000円 2,640円
第 2 級 - - 63,000円以上 73,000円未満 68,000円 3,090円
第 3 級 - - 73,000円以上 83,000円未満 78,000円 3,550円
第 4 級 第 1 級 第 1 級 83,000円以上 93,000円未満 88,000円 4,000円
第 5 級 第 2 級 第 2 級 93,000円以上 101,000円未満 98,000円 4,450円
第 6 級 第 3 級 第 3 級 101,000円以上 107,000円未満 104,000円 4,730円
第 7 級 第 4 級 第 4 級 107,000円以上 114,000円未満 110,000円 5,000円
第 8 級 第 5 級 第 5 級 114,000円以上 122,000円未満 118,000円 5,360円
第 9 級 第 6 級 第 6 級 122,000円以上 130,000円未満 126,000円 5,730円
第 10 級 第 7 級 第 7 級 130,000円以上 138,000円未満 134,000円 6,090円
第 11 級 第 8 級 第 8 級 138,000円以上 146,000円未満 142,000円 6,450円
第 12 級 第 9 級 第 9 級 146,000円以上 155,000円未満 150,000円 6,820円
第 13 級 第 10 級 第 10 級 155,000円以上 165,000円未満 160,000円 7,270円
第 14 級 第 11 級 第 11 級 165,000円以上 175,000円未満 170,000円 7,730円
第 15 級 第 12 級 第 12 級 175,000円以上 185,000円未満 180,000円 8,180円
第 16 級 第 13 級 第 13 級 185,000円以上 195,000円未満 190,000円 8,640円
第 17 級 第 14 級 第 14 級 195,000円以上 210,000円未満 200,000円 9,090円
第 18 級 第 15 級 第 15 級 210,000円以上 230,000円未満 220,000円 10,000円
第 19 級 第 16 級 第 16 級 230,000円以上 250,000円未満 240,000円 10,910円
第 20 級 第 17 級 第 17 級 250,000円以上 270,000円未満 260,000円 11,820円
第 21 級 第 18 級 第 18 級 270,000円以上 290,000円未満 280,000円 12,730円
第 22 級 第 19 級 第 19 級 290,000円以上 310,000円未満 300,000円 13,640円
第 23 級 第 20 級 第 20 級 310,000円以上 330,000円未満 320,000円 14,550円
第 24 級 第 21 級 第 21 級 330,000円以上 350,000円未満 340,000円 15,450円
第 25 級 第 22 級 第 22 級 350,000円以上 370,000円未満 360,000円 16,360円
第 26 級 第 23 級 第 23 級 370,000円以上 395,000円未満 380,000円 17,270円
第 27 級 第 24 級 第 24 級 395,000円以上 425,000円未満 410,000円 18,640円
第 28 級 第 25 級 第 25 級 425,000円以上 455,000円未満 440,000円 20,000円
第 29 級 第 26 級 第 26 級 455,000円以上 485,000円未満 470,000円 21,360円
第 30 級 第 27 級 第 27 級 485,000円以上 515,000円未満 500,000円 22,730円
第 31 級 第 28 級 第 28 級 515,000円以上 545,000円未満 530,000円 24,090円
第 32 級 第 29 級 第 29 級 545,000円以上 575,000円未満 560,000円 25,450円
第 33 級 第 30 級 第 30 級 575,000円以上 605,000円未満 590,000円 26,820円
第 34 級 第 31 級 第 31 級 605,000円以上 635,000円未満 620,000円 28,180円
第 35 級 第 32 級 第 32 級 635,000円以上 665,000円未満 650,000円 29,550円
第 36 級 - - 665,000円以上 695,000円未満 680,000円 30,910円
第 37 級 - - 695,000円以上 730,000円未満 710,000円 32,270円
第 38 級 - - 730,000円以上 770,000円未満 750,000円 34,090円
第 39 級 - - 770,000円以上 810,000円未満 790,000円 35,910円
第 40 級 - - 810,000円以上 855,000円未満 830,000円 37,730円
第 41 級 - - 855,000円以上 905,000円未満 880,000円 40,000円
第 42 級 - - 905,000円以上 955,000円未満 930,000円 42,270円
第 43 級 - - 955,000円以上 1,005,000円未満 980,000円 44,550円
第 44 級 - - 1,005,000円以上 1,055,000円未満 1,030,000円 46,820円
第 45 級 - - 1,055,000円以上 1,115,000円未満 1,090,000円 49,550円
第 46 級 - - 1,115,000円以上 1,175,000円未満 1,150,000円 52,270円
第 47 級 - - 1,175,000円以上 1,235,000円未満 1,210,000円 55,000円
第 48 級 - - 1,235,000円以上 1,295,000円未満 1,270,000円 57,730円
第 49 級 - - 1,295,000円以上 1,355,000円未満 1,330,000円 60,450円
第 50 級 - - 1,355,000円以上 1,390,000円 63,180円

※「標準報酬の⽉額」の下限額と上限額について
下限額 （報酬⽉額） 上限額 （報酬⽉額）

58,000円 63,000円未満 1,390,000円 1,355,000円以上
88,000円 93,000円未満 650,000円 635,000円以上
88,000円 93,000円未満 650,000円 635,000円以上

短期給付等
退職等年⾦給付
厚⽣年⾦

標準報酬等級表（令和4年10⽉〜）

等級
報酬⽉額 標準報酬

の⽉額
標準報酬
の⽇額
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３ 臨時的任⽤職員 
  
（（１１））退退職職後後にに臨臨時時的的任任⽤⽤職職員員にに雇雇⽤⽤さされれるる場場合合のの取取りり扱扱いいににつついいてて  
 退職後に臨時的任⽤職員となる⽅は、退職後の以下のパターンによって取り扱いが異なります。 
 
【【AA  退退職職後後、、１１⽇⽇もも空空けけずずにに採採⽤⽤さされれるる場場合合】】  例）3/31 退職後、4/1 から臨時的任⽤  

引き続き組合員としての資格が続きます。 
  
【【BB  退退職職後後、、数数⽇⽇空空けけてて採採⽤⽤さされれるる場場合合】】  
（ア）空⽩期間について、雇⽤関係が継続していると判断されている 

例）3/31 退職後、4/2 から任⽤で、4/1 も雇⽤関係が継続していると判断されている 
  組合員としての資格が続きます。 
 
（イ）空⽩期間について、雇⽤関係が継続していないと判断されている 
 例）3/31 退職後、4/7 から任⽤で、4/1〜4/6 は雇⽤関係が継続していないと判断されている 

この場合、組合員資格は退職時に⼀旦切れることになり、臨時的任⽤職員として任⽤されるときに 
改めて資格取得することになります。 

  空⽩期間の間はフローチャート（50 ページ）の C、D、E のいずれかの選択をする必要があります。 
 
※雇雇⽤⽤関関係係のの継継続続確確認認  

空⽩期間について、雇⽤関係が継続するかどうかは任命権者（⻑崎県教育庁の各担当課）の判断になり
ますので、任⽤についてのお問い合わせは各担当課へお願いいたします。 
 また、詳しい提出書類については所属所の事務担当者の⽅へお問い合わせください。 
 
[参考]任⽤についての問い合わせ先 
 ⼩学校（講師・養護助教諭等） ：義務教育課⼩学校⼈事班 095-894-3376 
 中学校（講師・養護助教諭等） ：義務教育課中学校⼈事班 095-894-3378 
 ⾼校・特⽀（講師・実習助⼿等） ：⾼校教育課県⽴学校⼈事班 095-894-3358 
 事務職員             ：教職員課 095-894-3332 
 
（（２２））任任⽤⽤期期間間ににつついいてて  

任⽤期間が２か⽉以内の場合は、原則、組合員資格を取得しません。その場合、フローチャート（50 ペ
ージ）の C、D、E の選択をすることになります。 

ただし、２か⽉を超えることが⾒込まれる場合は、採⽤⽇から組合員資格を取得します。判断に迷う場
合は、共済組合へご相談ください。 
 
 （例）臨時的任⽤職員として４⽉１⽇〜５⽉３１⽇までの任⽤があるが、同年６⽉１⽇からも引き続き

任⽤される予定である。 
 →この場合、4 ⽉１⽇から組合員資格を取得する。 
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４ 国⺠健康保険 
 
 国⺠健康保険は、国⺠健康保険法に基づき市区町村が⾏う保険制度で、加⼊⼿続き、給付、保険税（保
険料）に関する事務は市区町村が取り扱います。  
 退職後、共済組合の任意継続組合員制度や再就職先の健康保険への加⼊、家族の被扶養者となる場合
以外は、国⺠健康保険に加⼊することになります。 
 保険税（保険料）は前年の収⼊をベースに算出されます。（算出⽅法は市区町村で異なります。） 
 また、被扶養者制度がないため、これまで被扶養者であった⽅の分の保険税（保険料）が発⽣すること
になります。 
 

保険税（保険料）がいくらになるか、どのような⼿続きが必要かなど、 
詳詳ししくくはは居居住住地地のの市市区区町町村村役役場場へへおお尋尋ねねくくだだささいい。。  

 
 

５ ⾼齢者医療制度について 
 
【前期⾼齢者医療制度】 
 ６５〜７４歳の前期⾼齢者は、各健康保険や国⺠健康保険などの医療保険に加⼊します。 
 
【後期⾼齢者医療制度】 
 ７５歳以上の後期⾼齢者は、すべて後期⾼齢者医療制度に加⼊し、保険料は個⼈で負担します。 
 
 
※退職後、任意継続組合員制度に２年加⼊したときの例 

 

⼀定の障害者（６５歳以上７５歳未満の寝たきり等の状態）

６５歳 ７０歳 ７５歳

窓⼝負担 ２割
（現役並み所得者 ３割）

国⺠健康保険

（前期⾼齢者医療制度）

窓⼝負担 １割
（⼀定以上所得がある者 ２割）

後期⾼齢者医療制度

（現役並み所得者 ３割）

６０歳

窓⼝負担 ３割

６２歳

窓⼝負担 ３割 窓⼝負担 ３割

任意継続
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６ 国⺠年⾦の加⼊について 
 退職後、６０歳未満の組合員・被扶養者（配偶者）は、再就職などにより何らかの年⾦制度に加⼊する
場合を除き、居住地の市区町村で国⺠年⾦の加⼊⼿続きが必要です。 
 ６０歳になるまで国⺠年⾦第１号被保険者として保険料を納めることとなります。 
 
【必要な⼿続きフローチャート】 

 
 
 ※⼿⼿続続ききはは居居住住地地のの市市区区町町村村役役場場等等でで⾏⾏ううことになりますので、詳しい⼿続きについては市区町村役 

場等の担当課へお問い合わせください。 
 

〔例〕 

 
 
 

【共済組合への提出：『国⺠年⾦第３号被保険者関係届』】 

 組合員の在職中、被扶養配偶者は、国⺠年⾦第３号被保険者として国⺠年⾦に加⼊しています。 
 組合員の退職に伴い、被被扶扶養養配配偶偶者者はは第第３３号号被被保保険険者者ととししててのの資資格格をを喪喪失失ししまますすので、共済組合に 
「「国国⺠⺠年年⾦⾦第第 33 号号被被保保険険者者関関係係届届」」を提出してください。（記⼊例 62 ページ）  

組合員の年齢
（退職時）

６０歳
未満

被扶養配偶者
の年齢

（組合員の退職時）

６０歳
未満

６０歳
以上

６０歳
未満

６０歳
以上

組合員 ：国⺠年⾦第1号の取得⼿続き
被扶養配偶者：国⺠年⾦第1号の取得⼿続き

組合員 ：国⺠年⾦第1号の取得⼿続き
被扶養配偶者：⼿続き不要

組合員 ：⼿続き不要
被扶養配偶者：国⺠年⾦第1号の取得⼿続き

組合員 ：⼿続き不要
被扶養配偶者：⼿続き不要

６０歳
以上

被扶養配偶者
の年齢

（組合員の退職時）

国⺠年⾦⽀給

退職

６０歳

５８歳 ６０歳

夫

妻

第１号被保険者
（２年間加⼊）国年 第３号被保険者

６５歳

組合員
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退職時の手続き特集

共済組合
退職後の国民年金加入手続き退職後の国民年金加入手続き
　組合員の退職に伴い60歳未満の被扶養配偶者（妻、夫）は、国民年金第3号被保険者としての資格を喪失
します。組合員が再就職しない場合、または再就職先で年金制度の加入がない場合は、国民年金の加入手続
きが必要となりますので、居住地の市区町村役場等で手続きをしてください。

パターン①

パターン②

60 歳までは国民
年金への加入手
続きが必要です。

将来の年金受給額などに影響しますので、
手続き漏れがないよう、ご注意ください。

国民年金
・第１号被保険者：自営業者や無職の方
・�第２号被保険者：厚生年金の加入者（会社員等）
及び共済組合の加入者（公務員等）
・�第３号被保険者：第２号被保険者に扶養される
配偶者（２０歳以上６０歳未満）

組合員Aさん

組合員Cさん

60歳

59歳 Cさん

58歳

58歳 Dさん

Bさん

被扶養配偶者
Bさん

被扶養配偶者
Dさん

　組合員Aさんは4月から再任用の短時間
（週 20時間未満）勤務となります。
　再任用の短時間勤務は年金制度への加入
がありませんので…

　60 歳未満である B さんのみ国民年金第
1号の加入手続きを行ってください。

　組合員Cさんは退職後は無職です。
　60 歳未満であるCさん、Dさんともに
国民年金第 1号の加入手続きを行ってくだ
さい。

ご不明な点がありましたら年金・給付班までご連絡ください。

1 号

1号 1号

3号

3号

2号

2号

グッとスマイル長崎 No.4-2023.024

長
崎
県
福
利
厚
生
室

公
立
学
校
共
済
組
合

教
職
員
互
助
組
合

組
合
員
の
広
場

長
崎
県
福
利
厚
生
室

公
立
学
校
共
済
組
合

教
職
員
互
助
組
合

組
合
員
の
広
場

公立学校共済組合長崎支部　担当：年金・給付班　電話：095-894-3344

退
職
時
の
手
続
き
特
集
－
国
民
年
金
の
加
入
手
続
き

参考：グッとスマイル長崎（令和５年２月発行　第４号）より抜粋
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７７  特特定定健健康康診診査査・・特特定定保保健健指指導導  

①①  特特定定健健康康診診査査  

特定健康診査とは、「高齢者の医療の確保に関する法律」により、40 歳から 75 歳（※）の誕生日を迎える組

合員及び被扶養者の方々を対象として、生活習慣病の一因とされるメタボリックシンドローム（内臓脂肪症候

群）に着目しておこなう健康診査のことをいいます。 
在職中は定期健康診断や人間ドックの検査をもって代えることとなっていましたが、退職後、任意継続組合

員に加入した場合は、共済組合が発行する受診券を利用して、ご自身で受診していただくことになります。 
任意継続組合員とその被扶養者の方には、受診券をご自宅に送付しますので、受診をお願いいたします。 

(※75 歳の誕生日を迎える方は、75 歳の誕生日以降は後期高齢者医療の被保険者となるため、その前日まで受診できます。) 

 
・・受受診診方方法法  

ご自宅に受診券が届きますので、受け取ったらご自分で健診機関に予約を入れて受診してください。 
  

・・特特定定健健康康診診査査項項目目  

      ○身体計測（身長・体重・BMI・腹囲）  ○理学的検査（身体診察）  ○尿検査（糖・蛋白）  ○血圧測定   

○質問票（服薬歴、喫煙歴等）（※）  ○血液検査（脂質検査〔中性脂肪・HDL コレステロール・LDL コレステ

ロール〕、血糖検査〔空腹時血糖又は HbA1c〕、肝機能検査〔GOT・GPT・γ‐GTP〕） 
※質問票は受診券と一緒に届きます。受診の際、健診機関に提出してください。 

（上記の健診項目以外の各種がん検診等については、各市町村へお問い合わせください。） 

 

・・そそのの他他  

任意継続組合員に加入している再任用短時間勤務の方が、職場で定期健康診断を受診した場合や個人で人間

ドックを受診した場合は、その結果をもって特定健康診査に代えることができますので、健診結果の写しと質

問票を長崎支部に送付してください。特定健康診査を重ねて受診する必要はありません。 
なお、以下の条件に該当される方については、誠に申し訳ございませんが、特定健康診査の対象とはなりませ

ん。この場合は、お手数ですが、当支部までご連絡ください。 
○妊産婦 ○刑事施設等に入所している方  ○国内に住所を有しない方   ○障害者支援施設等に入所している方  

○病院又は診療所に６か月以上継続して入院している方   ○介護保険施設に入所している方 ○養護老人ホーム又は特

別養護老人ホームに入所している方 

特特定定健健康康診診査査のの詳詳細細ににつつききままししててはは、、受受診診券券をを送送付付すするる際際ににああららたためめててごご案案内内いいたたししまますす。。  

  
②②  特特定定保保健健指指導導  

組合員の皆様の健康づくりの支援に取り組んでいくため、心身の健康がすべての基盤であるという観点から

「特定保健指導」を実施しています。長崎支部では業者に委託し、訪問型や遠隔面談による特定保健指導を実

施しております。「特定保健指導」は、特定健康診査の結果によりメタボリックシンドロームに該当した方、

予備群の方が対象になります。対象になった場合は、委託業者を通して案内を送付します。  

 

  

特特定定健健康康診診査査・・特特定定保保健健指指導導どどちちららもも無無料料でで受受けけるるここととががででききまますす。。  
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共共  済済  組組  合合  短短  期期  
 

種類 区分 法定給付 

病
気
や
負
傷
し
た
と
き 

療養の給付 本⼈ 医療費の 70％ 

家族療養の給付 家族 医療費の 70％（義務教育就学前、70〜75 歳未満 80％） 

保険外併⽤療養費 本⼈ ⾼度先進医療を受けたとき等の医療費の 70％ 

療養費 本⼈ 組合が査定した医療費の 70％ 

家族療養費 家族 組合が査定した医療費の 70％（義務教育就学前、70〜75 歳未満 80％） 

訪問看護療養費 本⼈ 
指定訪問看護に要した費⽤の額（厚⽣労働⼤⾂の定めるところにより
算定した費⽤）の 70％ 

家族訪問看護療養費 家族 
指定訪問看護に要した費⽤の額（厚⽣労働⼤⾂の定めるところにより
算定した費⽤）の 70％（義務教育就学前、70〜75 歳未満 80％） 

移送費 本⼈ 
移送に要した費⽤（最も経済的な経路、⽅法で算定） 

家族移送費 家族 

⾼額療養費 
本⼈ 
家族 

窓⼝負担額が算定基準額を超えたときに、その超えた額 

出
産
し
た
と
き 

出産費 本⼈ 500,000 円 
488,000 円＋12,000 円。12,000 円は、産科医療補償制
度に加⼊している医療機関等で、同制度対象分娩が⾏
われた時に加算される 

家族出産費 家族 500,000 円 同上 

死
亡
し
た
と
き 

埋葬料 本⼈ 50,000 円 

家族埋葬料 家族 50,000 円 

⾮
常
災
害
等
で 

死
亡
し
た
と
き 

弔慰⾦ 本⼈ 標準報酬⽉額 

家族弔慰⾦ 家族 標準報酬⽉額の 70％ 

災
害 災害⾒舞⾦ 本⼈ 

標準報酬⽉額に、損害の程度に応じ、定められた⽉数を乗じた額 
（最⾼ 3 ⽉分、最低 0.5 ⽉分） 
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給給  付付  ⼀⼀  覧覧  表表  
 

附加給付 
請求⼿続きの 

要・不要 
請求書類 

⾃⼰負担額（⾼額医療費を
⽀給するときは、その⾦額
を控除した額）から基礎控
除額（25,000 円）を控除し
た額（100 円未満切捨） 

不要  

＜組合員証を使⽤せず、医療
機関にかかった時の給付＞ 

要 

療養費等請求書 
診療報酬明細書 
領収書等の証拠書類 

不要 
※組合員証等を使⽤しなかっ

た場合は請求必要 

（組合員証等を使⽤しなかった場合） 
療養費等請求書 
領収済訪問看護療養費明細書 

 

要 
移送費・家族移送費請求書 
医師の意⾒書、領収書等の証拠書類 

不要 
※組合員証等を使⽤しなかっ

た場合は請求必要 

（組合員証等を使⽤しなかった場合） 
⾼額療養費請求書 
領収書等の証拠書類 

50,000 円 

要 
（退職後、⼜は任継終了後 6
⽉以内の出産も該当。ただし

附加給付は⽀給なし） 

出産費・家族出産費請求書 
医師の証明 
出産費⽤明細書の写し 
医療機関等と交わした合意⽂書の写し 
（直接⽀払制度、受取代理） 

25,000 円 

要 
（退職後、⼜は任継終了後３
⽉以内の死亡も該当。ただし

附加給付は⽀給なし） 

埋葬料・家族埋葬料請求書 
（被扶養者がない場合、葬祭実施者が請求） 
死体埋⽕葬許可証写し 
葬祭料領収書及び明細書（被扶養者がない場合）原本 
⼝座振込依頼書（被扶養者、葬祭実施者） 

 
要 

弔慰⾦請求書 
災害による死亡証明書、状況報告書 

 

要 

家族弔慰⾦請求書 
災害による死亡証明書、状況報告書 

 災害⾒舞⾦請求書、罹災状況報告書 
罹災状況写真、罹災状況証明書等 

 

公⽴学校共済組合⻑崎⽀部 
年⾦・給付班 
095-894-3344 
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